
業務棚卸評価シート 1/10

25年度 26年度 27年度 ######## ######## ######## ########

1 総
保育に関する
管理事業

保育に関する管
理事務を適正に
行うことにより
安定した保育の
提供を図る。

乳幼児
保護者

定
例
定
型

入園児童数 2,500人 2,800人 2,900人 107,225
保育園入
所児童数
2498人

保育園の定員増に対応
して児童を入所させ、
待機児童対策を図っ
た。

Ａ 113,711 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

1
保育に関する
管理事業

非常勤職員の労
働保険手続き

手続き回数 年１回 年１回 289
非常勤職員の労
働保険手続き

手続き回数 年１回 323
維
持

1
保育に関する
管理事業

非常勤職員への
賃金支払い

支払回数 年１２回 年１２回 100,441
非常勤職員への
賃金支払い

支払回数 年１２回 105,765
維
持

1
保育に関する
管理事業

非常勤職員の受
付・雇用・配置
事務

非常勤職員の
雇用人数

９６人 ９６人
非常勤職員の受
付・雇用・配置
事務

非常勤職員の
雇用人数

９６人

予
算
な
し

1
保育に関する
管理事業

教育実習生の受
入事務

実習生の受入
人数

７０人 ７１人
教育実習生の受
入事務

実習生の受入
人数

７０人

予
算
な
し

1
保育に関する
管理事業

正規及び非常勤
職員への被服の
貸与事務

貸与回数 年１回 年１回 365
正規及び非常勤
職員への被服の
貸与事務

貸与回数 年１回 502
維
持

1
保育に関する
管理事業

会計監査・厚生
省監査への対応
事務

対応回数 年１回 ０回
会計監査・厚生
省監査への対応
事務

対応回数 年１回
維
持

1
保育に関する
管理事業

保育料納入通知
書等作成事務

保育料納入通
知書の作成枚
数

１０，００
０枚

3,500枚 849
保育料納入通知
書等作成事務

保育料納入通
知書の作成枚
数

１０，００
０枚

1,623
維
持

1
保育に関する
管理事業

園庭開放に伴う
損害賠償保険手
続き事務

加入回数 年１回 年１回 91
園庭開放に伴う
損害賠償保険手
続き事務

加入回数 年１回 101
維
持

1
保育に関する
管理事業

給食栄養計算、
入所システム
リース手続き事
務

契約及び支払
回数

年１２回 年１２回 4,416

給食栄養計算、
入所システム
リース手続き事
務

契約及び支払
回数

年１２回 4,574
維
持

1
保育に関する
管理事業

保育園共益費等
負担金支払い事
務

支払回数 年１２回 年１２回 494
保育園共益費等
負担金支払い事
務

支払回数 年１２回 514
維
持

1
保育に関する
管理事業

安全衛生委員会
の開催

開催回数 年８回 年８回
安全衛生委員会
の開催

開催回数 年８回

予
算
な
し

1
保育に関する
管理事業

組合との協議 協議回数 年１２回 年１３回 組合との協議 協議回数 年１２回

予
算
な
し

1
保育に関する
管理事業

過年度保育料償
還金の支払い

支払回数 年２回 ０回 0
過年度保育料償
還金の支払い

支払回数 年２回 51
維
持

1
保育に関する
管理事業

課内消耗品の購
入

支払回数 随時 ４３回 280
課内消耗品の購
入

支払回数 随時 258
維
持

1
保育に関する
管理事業

保育園入園審査
事務

決定回数
（入園児童
数）

年１２回
（2384人）

年１２回
（2498人）

保育園入園審査
事務

決定回数
（入園児童
数）

年１２回
（2604人）

予
算
な
し

1
保育に関する
管理事業

保育園入園児の
徴収金の決定事
務

決定回数 年１２回 年１２回
保育園入園児の
徴収金の決定事
務

決定回数 年１２回

予
算
な
し

2 総
保育料収納事
務事業

民間保育園に収
納委託を行うこ
とにより滞納額
の減少を図る

乳幼児
保護者

定
例
定
型

徴収率 98.33％ 98.33％ 98.33％ 99
徴収率
98.42％

目標値を上回る徴収率
を達成できた。 Ａ 252 あり 不可 未 高 高 高 現状維持

維
持

2
保育料収納事
務事業

保育料の徴収 徴収率
年９８．３
３％

年９８．４
２％

保育料の徴収 徴収率
年９８．３
３％

あり
④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

年98.33％ 収納率 25

督促・催告、
差押、保育園
での納付相談
の実施

予
算
な
し

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

経営改善方針の重点事項に係る取組

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

平成２６年度計画 広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

保育課

ニーズに合った多様な保育を行う

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

保育課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

実績

予
算
の
方
向
性

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

事業の
方向性
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25年度 26年度 27年度 ######## ######## ######## ########

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

経営改善方針の重点事項に係る取組

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

平成２６年度計画 広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

保育課

ニーズに合った多様な保育を行う

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

保育課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

実績

予
算
の
方
向
性

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

事業の
方向性

2
保育料収納事
務事業

収納事務委託
収納事務の委
託契約園

民間２０園 民間１９園 99 収納事務委託
収納事務の委
託契約園

民間２１園 252
維
持

2
保育料収納事
務事業

現年度の催告書
の発送

発送回数
年３回 年２回

現年度の催告書
の発送

発送回数 年３回
予
算
な
し

2
保育料収納事
務事業

過年度の催告書
の発送

発送回数
年２回 年１回

過年度の催告書
の発送

発送回数 年３回
予
算
な
し

2
保育料収納事
務事業

保育園での納付
相談

相談回数
年２回 ０回

保育園での納付
相談

相談回数 年２回
予
算
な
し

2
保育料収納事
務事業

口座振替促進通
知

依頼回数
随時 年１２回

口座振替促進通
知

依頼回数
随時

予
算
な
し

2
保育料収納事
務事業

収納課との連携 協議回数 随時 年１２回 収納課との連携 協議回数 随時

予
算
な
し

3 総
民間保育所運
営補助事業

運営費を助成す
ることにより、
経営基盤の安定
及び強化並びに
入所児童の処遇
向上を図る。

乳幼児
保護者

政
策
補助保育園数

民間保育園２
１園

民間保育園２
２園

民間保育園２
３園

424,758
民間保育
園２０園

民間保育園に対して、
適切に補助を実施し、
保育園の健全運営及び
保育環境の維持向上を
図った。

Ａ 537,391 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
増
や
す

3
民間保育所運
営補助事業

民間保育所へ保
育士雇用費等を
補助

補助保育園数
民間保育園
２１園

民間保育園
２０園

388,757
民間保育所へ保
育士雇用費等を
補助

補助保育園数
民間保育園
２４園

494,882
増
や
す

3
民間保育所運
営補助事業

民間保育所へ保
育士雇用費等を
補助

補助保育園数
民間保育園
２１園

民間保育園
２０園

36,001
民間保育所へ保
育士雇用費等を
補助

補助保育園数
民間保育園
２４園

42,509
増
や
す

3
民間保育所運
営補助事業

園長連絡協議会
の開催

開催回数 年１１回 年１１回
園長連絡協議会
の開催

開催回数 年１１回

予
算
な
し

3
民間保育所運
営補助事業

待機児童解消の
為の協議

協議回数 随時 年１２回
待機児童解消の
為の協議

協議回数 随時

予
算
な
し

4 総
認定保育施設
補助事業

認定保育を行っ
ている民間保育
所に対して補助
することによ
り、認可保育所
の定員不足等に
より入所を余儀
なくされてる児
童の処遇向上を
図る。

乳幼児
保護
者・施
設

政
策
対象施設数 ９施設 １０施設 １１施設 73,889 ８施設

市内及び市外の認定保
育施設に対し補助を実
施し、施設運営及び保
育環境の維持向上を
図った。

Ａ 115,516 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

4
認定保育施設
補助事業

入所人数による
施設への補助等

対象施設数 ８施設 ８施設 59,838
入所人数による
施設への補助等

対象施設数 ４施設 24,888
維
持

4
認定保育施設
補助事業

立入検査
立入検査の回
数

年１回 年１回 立入検査
立入検査の回
数

年１回

予
算
な
し

4
認定保育施設
補助事業

認可保育園へ移
行予定の施設へ
の補助

対象施設数 ２施設 ２施設 14,051
認可保育園へ移
行予定の施設へ
の補助

対象施設数 ３施設 90,628
維
持

5 総
障害児保育推
進特別強化対
策事業

民間保育所に入
所している障害
児の、処遇の向
上及び保育に対
して補助を行
う。

乳幼児
保護者

定
例
定
型

補助人数 １１人 １３人 １４人 8,318 １３人

対象施設に対し、適切
に補助を実施し、施設
運営及び保育環境の維
持向上を図った。

Ａ 9,997 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
増
や
す

5
障害児保育推
進特別強化対
策事業

障害児入所に対
して施設に補助

補助人数 １１人 １３人 8,318
障害児入所に対
して施設に補助

補助人数 １３人 9,997
増
や
す

6 総
一時預かり補
助事業

緊急・一時的に
保育を必要とす
る児童の入所に
対して民間保育
所に補助を行
う。

乳幼児
保護者

政
策
補助保育園数

民間保育園９
園

民間保育園９
園

民間保育園９
園

6,540
民間保育
園６園

対象施設に対し、適切
に補助を実施し、施設
運営及び保育環境の維
持向上を図った。

Ａ 9,180 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
増
や
す
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25年度 26年度 27年度 ######## ######## ######## ########

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

経営改善方針の重点事項に係る取組

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

平成２６年度計画 広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

保育課

ニーズに合った多様な保育を行う

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

保育課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

実績

予
算
の
方
向
性

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

事業の
方向性

6
一時預かり補
助事業

一時預かりに対
して施設に補助

補助保育園数
民間保育園
９園

民間保育園
６園

6,540
一時預かりに対
して施設に補助

補助保育園数
民間保育園
９園

9,180
増
や
す

7 総
社会福祉法人
施設整備費補
助事業

民間保育所の施
設整備に対して
補助することに
より、入所児童
の処遇の改善、
経営基盤の安定
を図る。

補助対
象認可
保育園
（民
間）・
児童養
護施設

政
策
補助施設数

小規模２３施
設・大規模３
施設

小規模２５施
設・大規模３
施設

小規模２６施
設・大規模３
施設

6,628
小規模１５
施設・大規
模３施設

補助が必要な施設に対
し、適切に補助を実施
し、施設運営及び保育
環境の維持向上を図っ
た。

Ａ 7,750 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
増
や
す

7
社会福祉法人
施設整備費補
助事業

民間保育所及び
児童養護施設に
対して、施設整
備補助金支払い
事務

補助施設数
小規模２３
施設・大規
模３施設

小規模１５
施設・大規
模３施設

6,628

民間保育所及び
児童養護施設に
対して、施設整
備補助金支払い
事務

補助施設数
小規模１９
施設・大規
模３施設

7,750
増
や
す

8 総
延長保育促進
事業費補助事
業

延長保育を行っ
ている民間保育
所に対して補助
することによ
り、入所児童の
福祉向上を図
る。

乳幼児
保護者

政
策
補助保育園数

民間保育園２
１園

民間保育園２
２園

民間保育園２
３園

133,712
民間保育
園２０園

対象施設に対し、適切
に補助を実施し、施設
運営及び保育環境の維
持向上を図った。

Ａ 165,457 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
増
や
す

8
延長保育促進
事業費補助事
業

延長保育に対し
て施設へ補助

補助保育園数
民間保育園
２１園

民間保育園
２０園

133,712
延長保育に対し
て施設へ補助

補助保育園数
民間保育園
２４園

165,457
増
や
す

9 総
民間保育所施
設整備借入償
還金補助事業

当該借入金償還
金の助成を行う
ことにより、社
会福祉法人の経
営基盤の安定を
図る。

補助対
象認可
保育園
（民
間）

政
策
補助園数

民間保育園１
０園

民間保育園１
０園

民間保育園１
０園

42,225
民間保育園
１０園

対象施設に対し、適切
に補助を実施し、施設
運営及び保育環境の維
持向上を図った。

Ａ 42,225 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

9
民間保育所施
設整備借入償
還金補助事業

社会福祉法人へ
の補助

補助園数
民間保育園
１０園

民間保育園
１０園

42,225
社会福祉法人へ
の補助

補助園数
民間保育園
１０園

42,225
維
持

10 総
届出保育施設
補助事業

認可外保育所に
対して補助を行
うことにより、
児童の保育水準
の向上を図る。

乳幼児
保護
者・施
設

政
策
補助施設数 １７施設 １８施設 １９施設 2,242 １３施設

対象施設に対し、適切
に補助を実施し、施設
運営及び保育環境の維
持向上を図った。

Ａ 2,243 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

10
届出保育施設
補助事業

届出保育施設に
対して補助

補助回数 年１回 年１回 2,242
届出保育施設に
対して補助

補助回数 年１回 2,243
維
持

10
届出保育施設
補助事業

立入検査 施設数 １８施設 ６施設 立入検査 施設数 １７施設

予
算
な
し

10
届出保育施設
補助事業

認定化のための
協議書提出

協議書提出回
数

年１回 ０回

予
算
な
し

11 総
特定保育事業
費補助事業

週２・３日程度
の保育に欠ける
児童を保育する
ことにより、児
童の処遇改善を
図る。

乳幼児
保護者

政
策
補助保育園数

民間保育園３
園

民間保育園４
園

民間保育園４
園

5,022
民間保育園
３園

対象施設に対し、適切
に補助を実施し、施設
運営及び保育環境の維
持向上を図った。

Ａ 5,562 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

11
特定保育事業
費補助事業

社会福祉法人へ
の補助

補助保育園数
民間保育園
３園

民間保育園
３園

5,022
社会福祉法人へ
の補助

補助保育園数
民間保育園
４園

5,562
維
持

12 総
休日等保育事
業

休日に保育を行
うことにより、
保護者の子育て
と就労の両立を
支援し、児童福
祉の増進を図
る。

乳幼児
保護者

政
策
延利用者数 延９０人 延９０人 延９０人 339 延113人

事業実施により、多様
な保育ニーズへの対応
が図られた。

Ａ 533 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

12
休日等保育事
業

保育の実施 延利用者数 ９０人 延113人 339 保育の実施 延利用者数 ９０人 533
維
持

13 総
民間保育所等
運営事業

民間保育所に対
して補助を行う
ことにより、経
営の安定、児童
の処遇向上を図
る。

民間保
育園

政
策
対象保育園数 ２１園 ２２園 ２３園 1,906,184 ２０園

対象施設に対し、適切
に補助を実施し、施設
運営及び保育環境の維
持向上を図った。

Ａ 2,332,755 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
増
や
す

13
民間保育所等
運営事業

児童保育委託運
営費支払い

支払施設数
市外保育園
50園

市外保育園
56園

29,391
児童保育委託運
営費支払い

支払施設数
市外保育園
50園

31,466
増
や
す

13
民間保育所等
運営事業

保育所入所児童
運営費支払い

支払施設数 民間２１園 民間２０園 1,876,793
保育所入所児童
運営費支払い

支払施設数 民間２４園 2,301,289
増
や
す
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今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

経営改善方針の重点事項に係る取組

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

平成２６年度計画 広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

保育課

ニーズに合った多様な保育を行う

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

保育課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

実績

予
算
の
方
向
性

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

事業の
方向性

14 総
保育園管理事
業

公立保育園にお
ける安全安心な
保育環境の向上
を目指す

乳幼児
保護者

定
例
定
型

実施保育園数
公設公営保育
園６園

公設公営保育
園６園

公設公営保育
園６園

26,295
公設公営保
育園６園

適切に公立保育園の運
営を行い、児童の保育
環境の向上が図られ
た。

Ａ 27,086 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

14
保育園管理事
業

公立６園消耗品
購入

支払施設数
公設公営保
育園６園

公設公営保
育園６園

2,713
公立６園消耗品
購入

支払施設数
公設公営保
育園６園

2,732
維
持

14
保育園管理事
業

支払い手続き 支払施設数
公設公営保
育園６園

公設公営保
育園６園

547
電話代支払い手
続き

支払施設数
公設公営保
育園６園

593
維
持

14
保育園管理事
業

公立６園調理員
等検便手数料支
払い

支払施設数
公設公営保
育園６園

公設公営保
育園６園

1,051
公立６園調理員
等検便手数料支
払い

支払施設数
公設公営保
育園６園

1,476
維
持

14
保育園管理事
業

備品購入の検討 実施回数 随時 年１回 備品購入の検討 実施回数 随時
維
持

14
保育園管理事
業

印刷機賃貸借 支払施設数
公設公営保
育園４園

公設公営保
育園４園

849 印刷機賃貸借 支払施設数
公設公営保
育園４園

859
維
持

14
保育園管理事
業

県保育会等負担
金支払い

支払施設数
公設公営保
育園６園

公設公営保
育園６園

310
県保育会等負担
金支払い

支払施設数
公設公営保
育園６園

391
維
持

14
保育園管理事
業

公立６園消耗品
購入

支払施設数
公設公営保
育園６園

公設公営保
育園６園

229
公立６園消耗品
購入

支払施設数
公設公営保
育園６園

294
維
持

14
保育園管理事
業

公立６園プロパ
ンガス等支払い

支払施設数
公設公営保
育園６園

公設公営保
育園６園

1,205
公立６園プロパ
ンガス等支払い

支払施設数
公設公営保
育園６園

1,219
維
持

14
保育園管理事
業

公立６園水道代
等支払い

支払施設数
公設公営保
育園６園

公設公営保
育園６園

10,925
公立６園水道代
等支払い

支払施設数
公設公営保
育園６園

10,779
維
持

14
保育園管理事
業

公立６園緊急修
繕

支払施設数
公設公営保
育園６園

公設公営保
育園６園

4,729
公立６園緊急修
繕

支払施設数
公設公営保
育園６園

4,200
維
持

14
保育園管理事
業

公立６園ピアノ
調律

手数料支払施
設数

公設公営保
育園６園

公設公営保
育園６園

62
公立６園ピアノ
調律

手数料支払施
設数

公設公営保
育園６園

64
維
持

14
保育園管理事
業

公立６園設備保
守

委託料支払施
設数

公設公営保
育園６園

公設公営保
育園６園

2,981
公立６園設備保
守

委託料支払施
設数

公設公営保
育園６園

4,047
維
持

14
保育園管理事
業

土地賃借料 支払施設数
公設公営保
育園１園

公設公営保
育園１園

432 土地賃借料 支払施設数
公設公営保
育園１園

432
維
持

14
保育園管理事
業

建物維持管理点
検シート作成

作成回数 年２回 年２回
建物維持管理点
検

点検回数 年２回

予
算
な
し

14
保育園管理事
業

維持管理備品購
入

購入施設数
公設公営保
育園１園

公設公営保
育園１園

262

予
算
な
し

15 総
児童指導育成
事業

認可保育園の円
滑な運営及び児
童の育成を図
る。

乳幼児
保護者

定
例
定
型

実施保育園数
公立保育園７
園及び民間保
育園２１園

公立保育園７
園及び民間保
育園２２園

公立保育園７
園及び民間保
育園２３園

46,146

公立保育園
７園及び民
間保育園２
０園

適正に支出し、施設の
円滑な運営及び児童の
育成が図られた。

Ａ 47,531 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

15
児童指導育成
事業

公立６園消耗品
購入

支払施設数
公設公営保
育園６園

公設公営保
育園６園

1,635
公立６園消耗品
購入

支払施設数
公設公営保
育園６園

1,771
維
持

15
児童指導育成
事業

公立６園卒園写
真代

支払施設数
公設公営保
育園６園

公設公営保
育園６園

69
公立６園卒園写
真代

支払施設数
公設公営保
育園６園

80
維
持
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ラ
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対
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（

顧
客
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事
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質
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課かい名

目標値

事務事業の
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保育課

ニーズに合った多様な保育を行う

基礎情報

事務事業
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事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

保育課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価
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②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成
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算
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方
向
性
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活動
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③
成
果

活動ごとの
予算額

事業の
方向性

15
児童指導育成
事業

公立６園賄材料
費

支払施設数
公設公営保
育園６園

公設公営保
育園６園

44,399
公立６園賄材料
費

支払施設数
公設公営保
育園６園

45,634
維
持

15
児童指導育成
事業

給食検討会 開催回数 年間１２回 年間１２回 給食検討会 開催回数 年間１２回

位置付け
ないが取
り組みを
進める

⑥市役所の変
革

２７年度
統一献立の
見直し時期 27

統一献立を参
考献立に

予
算
な
し

15
児童指導育成
事業

公立６園園庭土
砂代

支払施設数
公設公営保
育園６園

公設公営保
育園６園

43
公立６園園庭土
砂代

支払施設数
公設公営保
育園６園

46
維
持

15
児童指導育成
事業

備品購入の検討 実施回数 随時 年１回 備品購入の検討 実施回数 随時

予
算
な
し

16 総
児童健康管理
事業

児童育成のため
の費用を支出す
ることにより、
円滑な運営及び
児童の処遇向上
を図る。

乳幼児
保護者

定
例
定
型

実施保育園数
公設公営保育
園６園

公設公営保育
園６園

公設公営保育
園６園

2,525
公設公営保
育園６園

適正に支出し、施設の
円滑な運営及び児童の
処遇向上が図られた。

Ａ 2,540 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

16
児童健康管理
事業

公立６園嘱託医
報酬

支払施設数
公設公営保
育園６園

公設公営保
育園６園

2,375
公立６園嘱託医
報酬

支払施設数
公設公営保
育園６園

2,375
維
持

16
児童健康管理
事業

児童ぎょう虫、
尿検査委託

委託料支払施
設数

公設公営保
育園６園

公設公営保
育園６園

150
児童ぎょう虫、
尿検査委託

委託料支払施
設数

公設公営保
育園６園

165
維
持

17 総
放課後児童健
全育成事業

指導員に対して
継続した研修を
実施し、児童ク
ラブの質の向上
を目指すととも
に、既存施設を
見直し、保育環
境の改善を図
る。

小学生
保護者

政
策
指導員研修開催
数

年２回 年２回 年２回 227,031 年２回

指導員研修を実施する
とともに、クラブ長や
エリア長などの責任者
を配置し、管理体制を
強化し、クラブの質の
向上に努めた。

Ａ 252,198 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

17
放課後児童健
全育成事業

放課後や土曜日
等に適切な遊び
及び生活の場を
提供する児童ク
ラブの運営

入所児童数
１，１００
人

1,164人 227,031

放課後や土曜
日、夏季休暇等
に適切な遊び及
び生活の場を提
供する児童クラ
ブの運営

入所児童数
１，１５０
人

252,198
維
持

17
放課後児童健
全育成事業

指定管理業務モ
ニタリング（月
次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１回）

年１２回
（月１回）

指定管理業務モ
ニタリング（月
次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１回）

予
算
な
し

17
放課後児童健
全育成事業

指定管理業務モ
ニタリング（年
次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
指定管理業務モ
ニタリング（年
次報告）

年次報告の評
価回数

年１回

予
算
な
し

17
放課後児童健
全育成事業

指定管理業務モ
ニタリング（利
用者アンケー
ト）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年１回

指定管理業務モ
ニタリング（利
用者アンケー
ト）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回

予
算
な
し

17
放課後児童健
全育成事業

指定管理業務モ
ニタリング（実
地調査）

導入施設への
実地調査回数

年４回 年４回
指定管理業務モ
ニタリング（実
地調査）

導入施設への
実地調査回数

年４回

予
算
な
し

18 総
放課後子ども
プランの推進

小学校ふれあい
プラザ運営協議
会において、プ
ラザの安全で円
滑な運営を図る
とともに児童ク
ラブとの連携の
拡大を図る。

小学生
保護者

政
策

小学校ふれあい
プラザ運営協議
会開催回数

年４回 年４回 年４回 年４回
目標どおり、運営協議
会に出席し、情報交換
を行った。

Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

18
放課後子ども
プランの推進

プラン推進のた
め庁内で連絡調
整を目的とした
打ち合わせの開
催

開催回数 年４回 年４回

プラン推進のた
め庁内で連絡調
整を目的とした
打ち合わせの開
催

開催回数 年４回

予
算
な
し

19 総

待機児童解消
のための民間
保育園整備拡
充

待機児童解消や
保護者の多様な
ニーズに対応す
るため老朽化し
た民間保育園の
定員増に伴う建
て替えの支援を
行う

乳幼児
保護者

政
策
民間保育園数 ２１園 ２２園 ２３園 60,487 ２１園

目標どおり補助施設へ
の補助金交付を実施
し、待機児童解消に向
けた施設整備を促進す
ることができた。

Ａ 59,626

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

19

待機児童解消
のための民間
保育園整備拡
充

民間保育園建設
のための県・法
人との調整事務

手続き期限
平成２６年
３月

平成２６年
３月

民間保育園建設
のための県・法
人との調整事務

手続き期限
平成２７年
３月

予
算
な
し

19

待機児童解消
のための民間
保育園整備拡
充

法人の設置する
民間保育園の建
設に対する補助
事務

補助施設 ３施設 ３施設 18,937

法人の設置する
民間保育園の建
設に対する補助
事務

補助施設 １施設 22,500
維
持
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25年度 26年度 27年度 ######## ######## ######## ########

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

経営改善方針の重点事項に係る取組

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

平成２６年度計画 広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

保育課

ニーズに合った多様な保育を行う

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

保育課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

実績

予
算
の
方
向
性

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

事業の
方向性

19

待機児童解消
のための民間
保育園整備拡
充

法人の設置する
民間保育園の建
設に対する補助
事務

補助施設 １施設 １施設 22,987

19

待機児童解消
のための民間
保育園整備拡
充

法人の設置する
民間保育園の建
設に対する補助
事務

補助施設 １施設 １施設 18,563

法人の設置する
民間保育園の建
設に対する補助
事務

補助施設 2施設 37,126

業
務
計
画

維
持

19

待機児童解消
のための民間
保育園整備拡
充

安心こども交付
金事業費補助金
の交付事務

交付申請件数 ２件 ２件
安心こども交付
金事業費補助金
の交付事務

交付申請件数 ２件

予
算
な
し

20 総

待機児童解消
のための公設
による保育園
整備拡充

保育ニーズに対
応する公設民営
保育園の基本設
計を行う

乳幼児
保護者

政
策
事業の進捗状況 設置・工事 整備完了 －

設置・工
事

設計が完了し、工事が
着工された。 Ａ 33,400 なし 不可 未 高 高 高 終了

20

待機児童解消
のための公設
による保育園
整備拡充

（仮称）浜見平
地区複合施設整
備事業に伴う浜
見平保育園移転

事業の進捗状
況

設置・工事 設置・工事
移転に伴う消耗
品購入

支払い施設 １施設 5,400

20

待機児童解消
のための公設
による保育園
整備拡充

移転に伴う引っ
越し

支払い施設 １施設 1,200

20

待機児童解消
のための公設
による保育園
整備拡充

移転に伴う備品
購入

支払い施設 １施設 26,800

21 総
公立保育園の
地域の子育て
支援事業

公立保育園が地
域の拠点として
子どもと保護者
に質の高い保育
サービスを提供
するため施策を
策定する

乳幼児
保護者

政
策
実施事業 ７事業 ７事業 8事業 ７事業

予定どおり事業を実施
し、地域子育て支援へ
の対応を図った。

Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

21
公立保育園の
地域の子育て
支援事業

支援施策の検
討・策定

検討会 年１２回 年８回
支援施策の検
討・策定

検討会 年１２回

予
算
な
し

21
公立保育園の
地域の子育て
支援事業

子育て相談 実施回数 随時 ２４５回 子育て相談 実施回数 随時

予
算
な
し

21
公立保育園の
地域の子育て
支援事業

園庭開放 実施日数 ２４５日 ２４５日 園庭開放 実施日数 ２４５日

予
算
な
し

21
公立保育園の
地域の子育て
支援事業

のびのび広場
（サロン事業）

実施日数 １２日 １６日
のびのび広場
（サロン事業）

実施日数 １２日

予
算
な
し

21
公立保育園の
地域の子育て
支援事業

情報紙の発行 発行回数 年４回 年４回 情報紙の発行 発行回数 年４回

予
算
な
し

21
公立保育園の
地域の子育て
支援事業

子育てサークル
支援

支援回数 ３０回 ３１回
子育てサークル
支援

支援回数 ３０回

予
算
な
し

21
公立保育園の
地域の子育て
支援事業

保育講座 実施回数 ７回 ６回 保育講座 実施回数 ７回

予
算
な
し

21
公立保育園の
地域の子育て
支援事業

体験保育 実施回数 ２回 ９回 体験保育 実施回数 ２回

予
算
な
し

22 総
家庭的保育事
業

市が認定した家
庭的保育者の自
宅等で児童の保
育を行い、待機
児童の解消及び
多様な保育ニー
ズへの対応を図
る

乳幼児
保護者

政
策
児童受入人数 ２０人 ２０人 ２５人 26,125 ２１人

事業の実施により、待
機児童対策及び多様な
保育ニーズへの対応が
図られた。

Ａ 33,511

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

22
家庭的保育事
業

家庭的保育事業
消耗品購入

支払回数 随時 ０回 0
家庭的保育事業
消耗品購入

支払回数 随時 36

業
務
計
画

維
持

22
家庭的保育事
業

家庭的保育者へ
の補助金支払い

支払回数 年１回 年１回 1,460
家庭的保育者へ
の補助金支払い

支払回数 年１回 2,268

業
務
計
画

維
持
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25年度 26年度 27年度 ######## ######## ######## ########

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

経営改善方針の重点事項に係る取組

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

平成２６年度計画 広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

保育課

ニーズに合った多様な保育を行う

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

保育課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

実績

予
算
の
方
向
性

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

事業の
方向性

22
家庭的保育事
業

家庭的保育事業
委託料支払い

支払回数（児
童数）

年１２回
（月２３
人）

年１２回
（月２６
人）

24,657
家庭的保育事業
委託料支払い

支払回数（児
童数）

年１２回
（月２９
人）

31,196

業
務
計
画

維
持

22
家庭的保育事
業

家庭的保育者等
の研修

研修人数 ２５人 ８人
家庭的保育者等
の研修

研修人数 ９人

業
務
計
画

予
算
な
し

22
家庭的保育事
業

賠償責任保険料
の支払い

支払回数 １回 １回 8
賠償責任保険料
の支払い

支払回数 １回 11

業
務
計
画

維
持

23 総
ふれあい保育
補助事業

保育園に保育補
助者を配置する
ことにより、特
別な保育を要す
る児童を含め全
児童の保育サー
ビスの向上を図
る

乳幼児
保護者

政
策
保育補助者数 ３３人 ３５人 ３６人 47,917 ２６人

事業の実施により、保
育環境の向上が図られ
た。

Ａ 65,987

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
増
や
す

23
ふれあい保育
補助事業

ふれあい保育補
助事業

施設数 民間１７園 民間１４園 38,736
ふれあい保育補
助事業

施設数 民間１７園 54,444

業
務
計
画

増
や
す

23
ふれあい保育
補助事業

ふれあい保育補
助事業

施設数 公立６園 公立６園 9,181
ふれあい保育補
助事業

施設数 公立６園 11,543

業
務
計
画

増
や
す

24 総

認可外保育施
設における一
時預かり事業
の助成

緊急・一時的に
保育を必要とす
る児童の入所に
対して認可外保
育施設に補助を
行う。

乳幼児
保護者

政
策

補助施設数 ８施設 ９施設 １０施設 12,540 ９施設
適正に補助を行い、多
様な保育ニーズへの対
応が図られた。

Ａ 12,540

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

24

認可外保育施
設における一
時預かり事業
の助成

一時預かりに対
して施設に補助

補助施設数
認可外７施
設

認可外７施
設

12,540
一時預かりに対
して施設に補助

補助施設数
認可外７施
設

12,540

業
務
計
画

維
持

25 総
認可外保育施
設利用者の保
育料の助成

認可外保育施設
を利用している
待機児童の保護
者が、認可保育
園に比べて高額
な保育料を支
払っている場合
に、助成金を支
払う。

乳幼児
保護者

政
策
対象者数 ２５０人 ４００人 ４００人 12,800 ２８４人

適正に補助を行い、保
護者への経済的支援が
図られた。

Ａ 10,590

業
務
計
画

あり(25
年度に追
加)

不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

25
認可外保育施
設利用者の保
育料の助成

待機児童の保護
者に対して助成

対象者数 ２５０人 ２８４人 12,800
待機児童の保護
者に対して助成

対象者数 ４００人 10,590

業
務
計
画

あり(25
年度に追
加)

⑥市役所の変
革

２６年度
補助事業の
見直しの実
施時期

26

補助金の対象
期間、支払時
期等を変更
し、年度末に
業務が集中し
ないように図
るとともに、
保護者に対し
ては申請金の
変更により申
請しやすくな
るように図る

維
持

26 総
公立保育園施
設改修・整備
事業

老朽化が進む公
立保育園の施設
を改修し、保育
の質の向上を図
る。

乳幼児
保護者

政
策
整備園数 ３園 ２園 ３園 39,291 ２施設

事業実施により、公立
保育園の保育環境の維
持向上が図られた。

Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

26
公立保育園施
設改修・整備
事業

公立保育園の施
設改修

改修施設数 ２施設 ２施設 13,724
公立保育園の施
設改修

改修内容の検
討

随時
維
持

26
公立保育園施
設改修・整備
事業

建物長寿命化計
画に基づく施設
改修

改修施設数 ２施設 ２施設 25,567
維
持

27 総
保育料口座引
き落としに関
する事務

口座引き落とし
による保育料支
払いの利便性の
向上

保護者

定
例
定
型

徴収率 98.33％ 98.33％ 98.33％ 22 98.42%
適切に事務処理を行
い、徴収率の向上が図
られた。

Ａ 306 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

27
保育料口座引
き落としに関
する事務

手数料支払 支払回数 １２回 １２回 22 手数料支払 支払回数 １２回 306
維
持

28 総
中海岸保育園
管理運営事業

中海岸保育園に
おいて指定管理
者により、多様
な保育ニーズを
行う。

乳幼児
保護者

政
策
入園児童数 １２０人 １２０人 １２０人 176,777 １２１人

適正に事務を行い、待
機児童対策及び多様な
保育ニーズへの対応を
図った。

Ａ 183,968 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

28
中海岸保育園
管理運営事業

茅ヶ崎市立中海
岸保育園の管理
運営、及び保育
に関する打ち合
わせ

指定管理者と
の協議

随時 年１２回

茅ヶ崎市立中海
岸保育園の管理
運営、及び保育
に関する打ち合
わせ

指定管理者と
の協議

随時

予
算
な
し
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保育課
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に対す
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果

活動ごとの
予算額

事業の
方向性

28
中海岸保育園
管理運営事業

中海岸保育園に
おける管理運営
及び保育の実施

入園児童数 １２０人 １２１人 176,777
中海岸保育園に
おける管理運営
及び保育の実施

入園児童数 １２０人 183,968
維
持

28
中海岸保育園
管理運営事業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１回）

年１２回
（月１回）

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１回）

予
算
な
し

28
中海岸保育園
管理運営事業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回

予
算
な
し

28
中海岸保育園
管理運営事業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

年４回 年４回
指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

年４回

予
算
な
し

28
中海岸保育園
管理運営事業

一時預かり事業
の実施

利用児童数 延べ500人 延べ516人
一時預かり事業
の実施

利用児童数 延べ500人

予
算
な
し

28
中海岸保育園
管理運営事業

特定保育事業の
実施

利用児童数 延べ950人
延べ1,051
人

特定保育事業の
実施

利用児童数 延べ950人

予
算
な
し

28
中海岸保育園
管理運営事業

中海岸保育園に
おける病後児保
育の実施

延べ利用日数 ７５日 １０６日
中海岸保育園に
おける病後児保
育の実施

延べ利用日数 ７５日

予
算
な
し

28
中海岸保育園
管理運営事業

中海岸保育園に
おける産休明け
保育の実施

入園審査回数 年１２回 年１２回
中海岸保育園に
おける産休明け
保育の実施

入園審査回数 年１２回

予
算
な
し

29 総

（仮称）茅ヶ崎
市営小和田住宅
等複合施設整備
事業（児童クラ
ブの整備）

小和田小学校区
の児童クラブの
保育環境を再整
備し、放課後支
援の充実を図
る。

小学生
保護者

政
策

施設整備 関係課協議 関係課協議 関係課協議
庁内調整
打合実施

公共施設整備・再編計
画において立替計画が
Ｈ２８年度以降に延期
になったため、当面庁
内調整となった。

Ａ なし 不可 未 高 中 高 現状維持

予
算
な
し

29

複合施設整備調
整を目的とした
関係各課との打
ち合わせへの出
席

協議回数 １回 １回

複合施設整備調
整を目的とした
関係各課との打
ち合わせへの出
席

関係機関協議 １回

予
算
な
し

30 総
子ども・子育
て新制度準備
事業

平成２７年度の
新制度本格施行
に向け、幼児期
の教育、保育、
地域の子ども子
育て支援を総合
的に推進するた
めの準備を行
う。

乳幼児
保護者

政
策

事業の進捗状況
他団体との協

議
他団体との協

議
準備組織解散 8,282

他団体と
の協議

関係団体との協議を適
切に実施することがで
きた。

Ａ 51,564

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

30
子ども・子育
て新制度準備
事業

子ども・子育て
会議の開催

開催回数 ５回 ５回 5,867
子ども・子育て
会議の開催

開催回数 ７回 4,476

業
務
計
画

維
持

30
子ども・子育
て新制度準備
事業

新電子システム
構築

進捗状況 40％ 40% 2,415
新電子システム
構築

進捗状況 完了 47,088

業
務
計
画

減
ら
す

30
子ども・子育
て新制度準備
事業

既存施設の新制
度対応への移行

施設との協議 随時 ２６回
既存施設の新制
度対応への移行

施設との協議 随時

業
務
計
画

予
算
な
し

31 総
保育士等研修
事業

認可保育園や認
可外保育施設等
の保育従事者を
対象に研修を実
施し、全市的に
質の高い保育を
提供することを
目的とする

保育従
事者

政
策

研修回数 １０回 １０回 １０回 560 １０回
事業実施により保育士
の資質の向上が図られ
た。

Ａ 480 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

31
保育士等研修
事業

研修会の実施 研修回数 １０回 ８回 480 研修会の実施 研修回数 １０回 400
維
持

31
保育士等研修
事業

研修会の委託 委託回数 ２回 ２回 80 研修会の委託 委託回数 ２回 80
維
持

32 総
災害時メール
配信事業

災害時における
保護者への連絡
手段を確保する

保護者
政
策

実施施設数

公立保育園６
園

児童クラブ２
８施設

公立保育園６
園

児童クラブ２
９施設

公立保育園６
園

児童クラブ３
０施設

273

公立保育園
６園

児童クラブ
２７施設

適正に事務を執行し、
災害時等の連絡手段の
充実が図られた。

Ａ 568 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持
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32
災害時メール
配信事業

使用料の支払い 支払回数 年１２回 年１２回 148 使用料の支払い 支払回数 年１２回 152
維
持

32
災害時メール
配信事業

システム稼働状
況についての連
絡調整

連絡調整回数 年１２回 年１２回 125
システム稼働状
況についての連
絡調整

連絡調整回数 年１２回 416
維
持

33 総
浜見平保育園
管理運営事業

公立保育園にお
ける安全安心な
保育環境の向上
を目指す

子育て
家庭
（保育
園入園
希望
者）

政
策

入園児童数
（進捗状況）

（関係機関と
の調整）

（関係機関と
の調整）

１２０人
（開設）

（関係機
関との調
整）

適正に事務を執行し、
開設に向けて準備を
行った。

Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持
増
や
す

33
浜見平保育園
管理運営事業

新規開設に向け
た関係機関等と
の協議

協議の実施 随時 １３回
新規開設に向け
た関係機関等と
の協議

協議の実施 随時
増
や
す

34 総

次世代育成支
援対策行動計
画進行管理に
関する事務

子育て支援施策
の推進により安
心して子育ての
できる環境づく
りを目指す

子育て
家庭

定
例
定
型

協議会開催回数 年４回 年４回 138 年１回

協議会の協議事項を、
子ども・子育て会議に
て審議することとした
ため、開催回数は、１
回であるが、適切に実
施した。

Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

34

次世代育成支
援対策行動計
画進行管理に
関する事務

次世代育成支援
対策協議会の開
催

開催回数 年１回 年１回 138
減
ら
す

34

次世代育成支
援対策行動計
画進行管理に
関する事務

次世代育成支援
対策行動計画推
進会議

開催回数 年１回

進捗管理を
照会回答に
より対応し
たため開催
せず。

次世代育成支援
対策行動計画推
進会議

開催回数 年１回

予
算
な
し

35 総

（仮称）子ど
も・子育て支
援計画策定及
び進行管理に
関する事務

子ども・子育て
支援法の施行に
伴う５か年にわ
たる計画を策定
し、併せて計画
の進行管理を行
う。

子ども
及び子
育て家
庭

政
策

審議会開催回数 年８回 年４回
審議会開催
回数

子ども・子育て支援事
業計画策定会議を適切
に開催した。

Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

35

（仮称）子ど
も・子育て支
援計画策定及
び進行管理に
関する事務

子ども・子育て
支援事業計画策
定会議

開催回数 年２回 年２回
子ども・子育て
支援事業計画策
定会議

開催回数 年５回

予
算
な
し

35

（仮称）子ど
も・子育て支
援計画策定及
び進行管理に
関する事務

子ども・子育て
に係るニーズ調
査

完了時期 ３月 ３月

36 総
幼稚園長時間
預かり保育支
援事業

11時間以上の運
営費及び施設整
備費の一部を助
成し、待機児童
解消と保育環境
の向上を促進す
る

長時間
預かり
保育等
を実施
する幼
稚園

政
策

対象施設数 ４施設 ５施設 20,760 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

36
幼稚園長時間
預かり保育支
援事業

長時間預かり保
育等を実施する
運営費経費の一
部助成

対象施設 ３施設 5,760
維
持

36
幼稚園長時間
預かり保育支
援事業

長時間預かり保
育等を行うため
の施設整備費の
一部助成

対象施設 1施設 15,000
維
持

888 総
災害応急対策
活動

定
例
定
型

888

部の災害応急対
策活動マニュア
ルにおける班の
活動内容及び部
所管施設の被害
状況等情報収集
法法の検討

部内検討会議 年６回 ９回
応急活動対策活
動マニュアルの
充実

マニュアルの
見直し

２７年３月

888

災害情報の収集
及び部内各班へ
の連絡体制をと
るとともに、応
急対策準備に必
要な職員を配備
等（災害等発生
時）

応急対策準備
に必要な職員
を配備（こど
も育成部全職
員）

災害等発生
時

該当なし
応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

２７年３月

888

災害現地調査の
実施及び災害対
策本部へ報告
（災害等発生
時）

災害現地調査
の実施

災害等発生
時

該当なし
所属職員の応急
対策業者実施手
順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

２回

888

災害時の行政施
策の総合調整
（災害等発生
時）

行政施策調整
会議の開催

災害等発生
時

該当なし
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名称

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

事業の
方向性

888

災害時相互応援
協定に基づく協
定先との連絡調
整

連絡調整 年１回 該当なし
統括調整部総括
情報班の応急対
策活動の習熟

統括調整部総
括情報班での
訓練・研修等
の実施

９回

888

災害時相互応援
協定に基づく応
援要請（災害等
発生時）

近隣市町及び
特例市への応
援要請

災害等発生
時

該当なし
関係機関との連
携強化

災害時の対応
についての協
議

部で７回

888 総 庁内共通業務

定
例
定
型


